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研究成果の概要（和文）：「大規模災害時の被災地における連携システム構築に関する公衆衛生看護活動モデ
ル」を開発し、これらは6分野で構成された。「被災者の健康支援と疾病管理」、「避難した人々や避難地域に
おけるコミュニティづくり」を行い、これらのニーズにタイムリーに対応するため「避難所や被災地域等、被災
者が住む新たな地域における地区診断」を行う。さらに外部支援を求めて「外部支援者との協働とマネジメン
ト」し、「災害という困難な状況を乗り越えるための関係者との信頼関係を基盤にした活動」によって住民の健
康をまもり、これらの連携活動のために「保健師個人による災害時保健師活動能力の向上のための自己研鑽と備
え」の重要性が示された。

研究成果の概要（英文）：We developed "a public health nursing activity model about the cooperation 
systems construction in the disaster area at large-scale disaster", and these were shown in six 
fields.　 The public health nurse conducts "the well-conditioned support and disease control of the 
victim" and "people and the town development in the refuge area that sheltered".  To be timely, and 
to correspond to these needs, they conduct "community diagnosis in the new area where the victims of
 a refuge or a disaster area, and the like live”.  Furthermore, they make "collaboration and the 
management with the external supporter" for external support.  And they follow the health of 
residents by "activity with the relationship of mutual trust with the person concerned to get over 
the difficult situation called the disaster".  For these cooperation activity, they do ”self-study 
and preparation for improvement of the ability for disaster activity by a public health nurse 
individual”.  

研究分野： 公衆衛生看護学

キーワード： 大規模災害　保健師　連携　公衆衛生看護活動モデル　被災地
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研究成果の学術的意義や社会的意義
大規模災害時には多くの健康問題が発生する。保健師は、地元関係者や多様な支援者をマネジメントし、協働し
てより効果的な支援を行う。また避難者や被災地域と共に新たな自治組織によるまちづくりを支援する。外部支
援者による災害時活動の研究は多いが、被災地において地元保健師が行った活動や、連携に焦点をあてた研究は
行われてこなかった。本研究により、現状に即した実効的な公衆衛生看護活動を示すことができ、今後の災害発
生時の地域住民の健康生活の維持に貢献する。今後はこのモデルで示された6分野をもとに、災害現場での事例
をもとに、被災地での連携をより効果的に実施するための教育プログラムの開発を目指す。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
東日本大震災後の住民の健康生活を維持することに関しては非常に多くの課題を残した。健

康障害を抱えた人々への支援の遅れ、避難所での劣悪な衛生環境や食糧不足による健康状態の
悪化などが散見された 1),2)。これらを背景に、災害対策基本法が改正され、「住民等の円滑かつ
安全な避難の確保」として健康弱者に対する関係者の情報供給や、「被災者保護対策の改善」と
して避難所の生活環境等の確保など、地域住民の生活維持のための内容が追加され、平常時か
らの整備、各防災計画の充実も図られている 3),4)。 
また、東日本大震災時の公衆衛生活動の課題についても研究的に示された。宮﨑 5）は、市町

村 9 カ所、保健所 7 カ所、県庁 2 カ所の保健師を対象に事例調査を行い、公衆衛生看護活動の
課題を検討し、医療活動から公衆衛生活動への移行、組織体制の再構築などの課題を明らかに
した。また、坂元６）は東日本大震災後の避難者数、派遣人数、日数からピーク時の避難者数／
派遣人日を算出した。その結果、石巻市 2.65、気仙沼市 1.11 など、沿岸部には多数の派遣が
あったが、宮城県の内陸に位置する大崎市では 235.93、登米市では 68.57、他と比較して高い
数値が算出された。大崎市では内陸地域では最大の被害があった地域であるが、4 月 3 日には
第二次避難所として 42 カ所の温泉旅館に沿岸部 1,074 人の避難者を受け入れた。また、登米
市は沿岸部 2 市 1 町に隣接し、東日本大震災直後から多くの避難者が押し寄せた。今後、南海
トラフ巨大地震など避難人口が東日本大震災以上に想定されているが、その際には、少ない支
援でより効果的な活動が行われることが課題となっている。大崎市や登米市のような外部支援
者が少なかった地域において、どのような対応を行ったのか関心が寄せられている。 
そこで、応募者は、「大規模災害地域の被災住民が健康生活を維持するための災害支援看護活

動モデルの開発」基盤研究 C（H24−H26）において、災害支援看護活動モデルの開発を行った。
この研究では、避難所や福祉避難所で生活した高齢者や、震災後直ちに住民支援を行った保健
師、沿岸部からの避難者を受け入れた保健師にインタビューを行い、災害時におこなった看護
活動の内容を明らかにした。この中で、注目すべきは、「近隣医師が避難所に駆けつけ泊まり込
みで活動してくれた」、「保健所保健師と一緒に避難所を立ち上げた」と地元の保健医療関係者
の連携の良さが明らかになったことである。また、「食生活改善推進員が協力し合って食事の準
備をしてくれた」、「民生委員が気になっていた住民の安否確認をしてくれた」など地域住民の
活躍についても明らかになった。さらに「もともと課内の連携が良い職場だった」など、所属
組織内の連携についても語っていた。これらのことから、日頃からいかに、地域の関係者と連
携をとり、大規模災害時のような突発的なできごとに対応できる素地をつくっておくかが重要
であることが明らかである 7）-9）。 
「大規模災害地域の被災住民が健康生活を維持するための災害支援看護活動モデルの開発」

基盤研究 C（H24−H27）では、看護活動全般に焦点をおいたことから、本研究では、その中で
も最も重要な活動であった災害時の被災地域内での連携に焦点を当て、地域住民組織、保健医
療福祉の関係機関、所属組織内において、それぞれが連携して役割を担い、これらの連携シス
テムが有効に機能するための公衆衛生看護活動モデルを開発する。 
 
２．研究の目的 
 東日本大震災時に、どのようなフォーマル、インフォーマルな連携が行われたか、災害時に
効果的な連携活動をするためには何が必要かを明確にして、「大規模災害時の被災地における連
携システム構築に関する公衆衛生看護活動モデル」を開発し、その有効性を検証する。 
 
３．研究の方法 
（1）平成 27-28 年度：「東日本大震災害時に実践された連携に関する調査」 
東日本大震災時に行われた連携について調査し、これまでの研究成果と照合し、災害時や災

害後における連携のための公衆衛生看護活動について分析・整理した。 
（2）平成 29 年度：「大規模災害時の被災地における連携システム構築における公衆衛生看護活
動モデルの試案作成」 
様々な組織、職種との連携・調整に関する内容と体制、およびこれら関係者との連携を実現

するための教育・研修体制などを組み入れたモデルの試案を作成した。この試案を基に、専門
家との会議を持ち、試案を精選しモデルを開発した。 
（3）平成 30年度：「作成したモデル試案の検証」 
ワークショップや専門家会議によって作成したモデル試案を評価、修正した。 

 
４．研究成果 
東日本大震災時に行われた連携について調査し、これまでの研究成果と照合し、災害時や災

害後における連携のための公衆衛生看護活動について分析・整理した。その結果、下記の 6 分
類、15 項目に集約された。 
(1)結果 
①被災者の健康支援と疾病管理 
災害直後においては、避難所や救護所などに避難した人々と水や食料品を分かち合いながら、

寒さ暑さをしのぎ、共に命をまもる活動を行っていく。さらに疾病にり患した多様な住民が被
災していることから、状態の変化に対して、医療関係者と共に迅速で的確な対応を行っていく



必要がある。 
《1.少ない物資・空間の共有》まずはその場に、水、食料品、オムツやミルク、冷暖房のため
の物品など、生きていくために必要な物がどの程度あり、避難者同士でどのように分け合う
かを検討し、協力を求めていく。 

《2.避難者の健康管理》避難者の中には健康上の問題を抱えている人は多く、看護職として、
医療関係者と共に多様な疾患をもつ住民にケアし、感染症の蔓延の予防のみならず、疾病予
防のための活動を行っていく。 

《3.避難者個々人の状況に対応した支援》家族を失った避難者、原発事故からの避難者など、
避難者の背景は様々であり、避難者個々の状況を把握し、適切な支援が求められる。 

 
②避難した人々や避難地域におけるコミュニティづくり 
 避難所においても、また新たな仮設住宅や災害公営住宅においても、常に住民主体のコミュ
ニティづくりが求められる。 
《4.避難者による新たな自主組織づくりの支援》避難者同士の生活上のルールを作り、自主的
な共同生活を支援する。これは避難所でも災害公営住宅でも同様であり、避難した人々がそ
れぞれコミュニティの一員として、その場所・地域で生活していくことを支援する。 

《5.新たな地域・避難所での生活のための近隣の協力》近隣住民が避難者を受け入れ、避難者
への支援さらには、新たなまちづくりを支援する。 

 
③避難所や被災地域等、被災者が住む新たな地域における地区診断 
 災害各期において健康課題は変化し、避難所や仮設住宅等の生活の場によっても変化してい
く。常に、地区診断を行い、ニーズに対応した予防的活動が求められる。 
《6.地域・避難者の特徴やニーズの把握》災害以前からの地域特性や、新たに移り住む住民の
特性（沿岸部住民の気質、原発事故の避難者、被害の程度からわかる生活状況等）、災害後に
住民自ら開拓した資源など、その地域の特徴やニーズを把握し、ニーズや特徴にあった活動
をタイムリーに行っていくために常に住民や地域についてアセスメントしていく必要がある。 

《7.被災状況の把握と災害経過に沿った健康課題を予測した対応》被災状況を把握し、刻々と
変化する住民の生活を把握し、予防的なかかわりが求められる。災害急性期の避難者の健康
把握や必要な医療を受けるための対応や、仮設住宅や、復興住宅での地域づくりなど、災害
時期に対応して予測した活動が求められる。 

《8.避難者が生活する場や地域の健康上の課題を明確化》避難所の衛生環境、仮設住宅での生
活ぶりなど、保健師として生活の場としての環境や健康上の課題を常に明確化し予防的にか
かわっていくことが求められる。 

 
④外部支援者との協働とマネジメント 
 内部の人的資源だけで、大規模災害時の保健師活動を行っていくことは限界がある。外部の
支援が制度化されており、その制度を最大限活用して、被災地域住民の健康を維持していく必
要がある。外部の支援を受け入れマネジメントしていくことが求められる。 
《8.過重労働の緩和や被災者への専門的支援のために外部支援》災害直後は 24時間体制の支援
が求められ、またその後は通常業務と災害対応のため過重労働が強いられる。被災者に十分
な支援が行き届くためには、外部の支援を求め活用していく。 

《9. 外部支援者対応の難しさを踏まえた外部支援のマネジメント》しかし、外部支援者が有効
に機能するとは限らず、逆に手がかかる存在となり得る。近年、外部支援のあり方や教育も
徹底してきているが、被災地側として外部支援に何を求めるのか、どのようにマネジメント
するか準備しておく必要がある。 

 
⑤災害という困難な状況を乗り越えるための関係者との信頼関係を基盤にした活動 
 災害時は、タイムリーに様々な困難状況への対応に迫られる。それに対応していくためには、
日頃の活動で構築されている地域住民や専門機関・専門職種との信頼関係に基づく協働である。
さらに、上記の活動により、保健師としての専門性やその重要性を関係者が理解し、信頼を得
て、協力体制を整える活動を行っていく。 
《10.災害以前から築いてきた地域住民との関係を活用した活動》避難者によるこれからの生活
のために、地域で活躍していたリーダーや元々の地域のつながりを活用する。保健師一人で
は問題を解決することはできない。多くの支援が必要な中で解決するのは、元々つながりが
ある医師、栄養士、薬剤師、さらには推進員などの地区組織など、多様な人との災害以前か
ら築いてきた関係により協働して活動していくことが重要である。 

《11.災害という特殊状況による困難に対する協働》避難所で多くの人が生活する環境での支援、
被災者の急変、被災者の苦情など、通常業務では体験がなかった困難な状況に遭遇する。そ
のような困難さは、被災者でもある保健師自身の心身の疲労につながっていく。一人で抱え
ず、共に支援している仲間や住民に支援を求めるなどの対応が必要である。その際にも、災
害以前から築いていた関係者が互いに支え合い対応していく。 

《12.避難機関・地域との信頼関係を築き、協力関係を構築》保健師としての避難者のケアを通
して、避難機関（例えば学校）や新たに形成した自治会から専門職としての信頼を得て、保



健師として力を発揮するために協力を得る。 
 
⑥保健師個人による災害時保健師活動能力の向上のための自己研鑽と備え 
 日頃の保健師活動を通して、力量を付けるだけでなく、災害時の対応に関する研修を定期的
に行い、突然発生する災害時に能力を発揮できるための準備を行っていく。 
《14. 保健師自身も支援活動をしながら避難者としての生活》保健師自身も被災者であり、一
般的な災害時の備えと同時に、災害時の保健師業務に対して身内にも理解と支援を求めてお
くことも重要である。 

《15．災害時対応できるための平常時からの保健師としての実践力の向上》日頃の業務が凝縮
されていた、日頃の保健師活動が生かされる場であったと、多くの保健師は語っており、災
害時にも活躍できるためには日頃から保健師としての能力を研鑽していくことが重要である。 

 
（2）大規模災害時の被災地における連携システム構築に関する公衆衛生看護活動モデルについ
て 
災害時の活動に関する様々な研究がなされ、災害時支援のマニュアル 10）,11）も改定され、公

表されている。しかし、東日本大震災時の災害支援において、多くの課題が指摘されたように、
制度や計画が整備されても、それを利用する側にそれらを活用するための知識や技術が伴って
いなければ災害の現場では活用されない。また、大規模災害時には被災地の状況把握が困難で
あり、情報が不足し、外部支援が入るのが遅れる。そのため地元関係者が協力し合ってより効
果的な支援を行われる素地を作ることの重要性が強調されている。さらに、災害直後に地元地
域でより効果的な活動を行うことに焦点をあてた研究は行われていない。 
本研究では、「大規模災害時の被災地における連携システム構築に関する公衆衛生看護活動モ

デル」を開発し、現状に即した実効的な看護活動を示すことができ、今後の災害発生時の地域
住民の健康生活の維持に貢献する。 
本研究の結果、まず、大規模災害時に、保健師は「被災者の健康支援と疾病管理」や「避難

した人々や避難地域におけるコミュニティづくり」を行う。その際には、「避難所や被災地域等、
被災者が住む新たな地域における地区診断に基づく活動」を行い、迅速かつタイムリーに、効
果的な活動を行う必要がある。一人の保健師で対応できるものではなく、外部からの支援者を
要請し、「外部支援者との協働とマネジメント」によって人的確保を図っていく。これらの活動
は、以前からの住民や関係機関との信頼関係のもとで、さらに保健師としての役割発揮の中で
信頼を築き「災害という困難な状況を乗り越えるための関係者との信頼関係を基盤にした活動」
としていく。これらの活動をするためには、日頃から「保健師個人の災害時保健師活動能力の
向上に向けた自己研鑽と備え」をしておくことが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 大規模災害時の被災地における連携システム構築に関する公衆衛生看護活動モデル 
 
 
以上の結果を踏まえ、実際の災害時の体験をもとに具体例を作成し、具体例で学ぶ年に 1 回

程度の自治体におけるプログラムを検討している。事例を積み上げて、事例をもとにした研修
プログラムを開発し、検証を行っていく必要がある。 
しかし、連携システム構築のための能力は、日常の活動の中で育成されていくものであり、

今後、連携システム構築のための能力向上を目指した研究が行われていく必要がある。もちろ
ん、災害時の保健師活動についての知識・技術を研鑽してくことは重要であるが、そのために
も、日頃から地域住民や関係機関と連携した活動を行い、地域のソーシャルキャピタルの醸成
を行っている必要がある。 
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